
１．建築物　（非課税）

　　　　　建築物の確認申請・中間検査申請・完了検査申請の手数料は【表1】によります。

　　　　　ただし、※5の場合は各々に定める額を【表1】に加えたものを手数料とします。

【　表　1　】

建築確認 計画変更
中間検査

※3、4
完了検査

※4

再検査
（検査員等が実地での検

査を行う場合に限る）

建築基準法第6条第1項第3号に該
当する建築物 28,000 30,000 35,000

建築基準法第6条第1項第1号並び
に第2号に該当する建築物 45,000 45,000 50,000

製造者認証　※2 28,000 33,000 35,000

建築基準法第6条第1項第3号に該
当する建築物 38,000 33,000 40,000

建築基準法第6条第1項第1号並び
に第2号に該当する建築物 52,000 48,000 55,000

製造者認証　※2 35,000 35,000 40,000

建築基準法第6条第1項第1号並び
に第2号に該当する建築物 70,000 65,000 74,000

製造者認証　※2 45,000 37,000 48,000

製造者認証　※2 50,000 40,000 55,000

160,000 118,000 145,000

260,000 180,000 180,000

350,000 210,000 222,000

430,000 230,000 244,000

490,000 250,000 271,000

580,000 270,000 320,000

750,000 320,000 420,000

980,000 410,000 530,000

2,000,000 1,080,000 1,250,000

※1　建築物の増築、改築、大規模の修繕、大規模の模様替は、既存部分の面積を1/2とした棟全体の床面積を適用して手数料を算出します。

       ただし、直近の建築等の工事の完了検査済証等が取得済みであるものに限る。（その他必要条件については別途お問い合わせください。）

　　　 用途変更に関しては、用途変更部分に係る部分の床面積を適用して手数料を算出します。

　 　　計画変更に関しては、これに係る部分の床面積の1/2を床面積の合計として手数料を算出します。

※2　建築基準法施行規則第1条の3認定については別途お問い合わせください。

※3　中間検査の場合は、当該検査を行う部分の床面積の合計とします。

※4　他社にて確認申請又は中間検査を行った場合の中間・完了検査手数料は、上記手数料に確認審査手数料の1/2を加算します。

※5　以下による確認申請手数料の場合は、各々定める額を【表1】に加算します。

　①　避難安全検証法、耐火・防火区画性能検証法による場合は【表2】に定める額

　②　天空率による場合は、床面積の合計が500㎡以下は10,000円、500㎡超の場合は【表１】の金額に10％を乗じた額とする。

　③　特定天井を有する場合は【表2の1】に定める額

　④　ルート２構造審査を行う場合は【表3】に定める額

　⑤　延床面積の合計が300㎡以下の建築物の構造審査を行う場合の加算額は【表4】に定める額

　⑥　省エネ基準適合義務建築物で省エネ適判によらずに適合確認をする建築物（以下「仕様基準等」という）の場合は【表5】に定める額

建築物エネルギー消費性能適合性判定を利用する場合は、別途省エネ適合性判定申請とそれに伴う申請料が必要です。

　⑦　構造計算が複数棟ある場合（Ｅｘｐ.Ｊ含む）は、構造計算上の棟数から１を減じた数に30,000円を乗じた額

　⑧　省エネ基準適合義務建築物における完了検査時の加算額は【表6】に定める額

　⑨　特定地域（【表7の1】）における中間検申請時、完了検査申請時及び仮使用認定申請時の加算額は【表７】に定める額

　⑩　軽微な変更の報告書を要する場合は【表8】に定める額

　⑪　追加説明書を要する場合は計画変更と同じ額

　⑫　消防同意を要する場合は5,000円

200m2を超え

300m2以内

確認検査の区分

30,000円または該当
する左記の検査手
数料に、
１／２を乗じた金額
のうち、高い方の額
とする

78,000120,000
建築基準法第6条第1項第1号並び
に第2号に該当する建築物

4,000m2を超え5,000m2以内

5,000m2を超え10,000m2以内

10,000m2を超え20,000m2以内

20,000m2を超え50,000m2以内

50,000m2を超えるもの

2,000m2を超え3,000m2以内

3,000m2を超え4,000m2以内

事前相談による審査を行った場合で申請自体を取りやめる場合は、本申請同様の料金を頂戴いたします。この場合、本申請と同時に取り下げ届出
の提出をお願いいたします。また、事前審査終了後に大幅な計画の変更が生じた場合で、再度審査が必要となる場合は本申請料金の2倍の料金を
申し受けます。

建築確認

100m2以内

同左
※1

100m2を超え

200m2以内

300m2を超え

500m2以内

床面積の合計

500m2を超え1,000m2以内

1,000m2を超え2,000m2以内

80,000
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【　表　2　】　①避難安全検証法、耐火・防火区画性能検証法による場合の加算額

【　表　2の1　】　③特定天井を有する場合の加算額

※6　対象となる特定天井部位の水平投影面積の合計による。

【　表　3　】　④ルート2構造審査をする場合の加算額

【　表　4　】　⑤延床面積300㎡以下の構造審査を行う場合の加算額

【　表　5　】　⑥仕様基準等による省エネ審査加算額

仕様規定による構造審査

構造審査区分 申請手数料

住宅等の区分 申請手数料

一戸建住宅 17,000円

共同住宅等 55,000円＋住戸数×3,000円

22,000円

構造計算による構造審査 42,000円

40,000円 40,000円

10,000㎡を超え50,000㎡以内 55,000円 55,000円

90,000円

　　200㎡を超え500㎡以内 100,000円

1,000㎡を超え2,000㎡以内 120,000円

2,000㎡を超え10,000㎡以内 160,000円

10,000㎡を超え50,000㎡以内 210,000円

特定天井の面積の合計　※6

300㎡超え500㎡以内 66,000円

加算手数料

300㎡以内 40,000円

2,000㎡以内 25,000円 25,000円

避難安全検証法
耐火・防火区画

性能検証法

床面積の合計

加算手数料

50,000㎡を超える 80,000円 80,000円

　　1,000㎡を超え 240,000円

50,000㎡を超える 370,000円

2,000㎡を超え10,000㎡以内

　　500㎡を超え1,000㎡以内 150,000円

床面積の合計 加算手数料

500㎡を超え1,000㎡以内
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【　表　6　】　⑧省エネ基準適合義務建築物における完了検査時の加算額 ※千円未満切り捨て

申請床面積が
200㎡以内

【　表　1　】完了検査申請料金×１０％　※8,9

申請床面積が
200㎡超

【　表　1　】完了検査申請料金×２０％　※8,9

※7　性能評価、長期使用構造等確認、長期優良認定、大臣認定、性能向上認定、低炭素認定による建築物を含みます。

※8　省エネ適合性判定等における対象床面積の合計によるものとします。

※9　直前の省エネ適合性判定等を当社で受けていない場合は、2.0を乗じた額とします。

     　ルートAとルートBが1つの軽微変更説明書内で混在する場合は、ルートB（50％）での料金を適用します。

【　表　7　】　⑨地域区分における中間検申請時、完了検査申請時、仮使用認定申請時の加算額

【　表　8　】　⑩軽微な変更を有する場合における計画変更申請時、中間検査申請時、完了検査申請時及び仮使用認定時の加算額

※10　Ｎ：直前の申請以降に提出された事前の軽微な変更等を含め、提出された回数

500㎡超 【表１】建築確認手数料×10％

軽微変更を伴う場合の加算手数料
※8，9 一定範囲内の省エネ性能が減少する

変更（ルートＢ）

完了検査加算手数料
※7

特定地域1 8,000円

床面積

省エネ性能が向上する変更の場合
（ルートA）

当社の建築物エネルギー消費性能適合性判定
軽微変更該当証明料金（税抜価格）×２５％

当社の建築物エネルギー消費性能適合性判定
軽微変更該当証明料金（税抜価格）×５０％

軽微な変更等検査時加算手数料

500㎡以下 5,000円×N　※10

特定地域2 20,000円

地域区分
（【表7の1】に掲げる地域区分）

遠隔地料
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２．建築設備・工作物　（非課税）

【　表　9　】　建築設備および工作物の確認申請・完了検査申請の手数料は以下の通りです。

建築確認 計画変更　※11 計画変更　※12 完了検査

25,000円 20,000円 25,000円 34,000円

32,000円 27,000円 32,000円 33,000円

※11　ハウスプラス中国にて確認申請を行った場合の手数料になります。

※12　他社にて確認申請を行った場合の手数料です。

※13　軽微な変更及び追加変更説明を有する場合は【表9の1】に定める手数料を【表9】に加算します。

※14　特定地域（【表7の1】）に応じた【表7】の手数料を【表9】に加算します。

【　表　9の1　】　

※15　Ｎ：直前の申請以降に提出された事前の軽微な変更等を含め、提出された回数の合計

３．仮使用認定　（非課税）

【　表　10　】　仮使用認定申請の手数料は以下の通りです。

※17　床面積の合計が500㎡以下の構造審査を行う場合は【表4】に定める手数料を【表10】に加算します。

※18　省エネ義務化による基準省令に基づく基準による審査を行う場合は【表5】の手数料を【表10】に加算します。

※19　軽微変更説明書又は追加変更説明書を有する場合は【表10の1】に定める手数料を【表10】に加算します。

※20　特定地域（【表7の1】）に応じた【表7】の手数料を【表10】に加算します。

【　表　10の1　】　

※21　Ｎ：直前の申請以降に提出された事前の軽微な変更等を含め、提出された回数

４．旧建築基準法（2025年3月31日以前）による確認手続きに対する加算額の扱い　（非課税）

旧4号建築物で2025年4月1日以降に工事着手されたものについては、【表5】に定める料金を、中間検査、完了検査または仮使用認定

の申請料に加算します。

着工が施工日をまたぐもの※23については、【表3】※22または【表4】に定める加算額を中間検査、完了検査または仮使用認定の申請料

に加算します。（経過措置が適用されないものについても加算適用します）

※22　【表３】の加算額適用は300㎡超え500㎡以内のものに限る
※23　2025年3月31日以前に確認済証が交付され、同年4月1日以降に工事着手したもの

500㎡以下 5,000円×N　※21

500㎡超 【表１】建築確認手数料×10％
建築確認【表1】の計画変更と同じ

5,000円×N　※15

床面積 軽微変更説明書の検査時加算手数料

建築設備

※16　他社にて直前の確認申請を行った場合の仮使用認定申請手数料は、【表　1】の確認審査手数料の1/2を加算します。

確認検査の区分及び料金

10,000㎡を超える

再検査手数料

30,000円または、該当する左記の検
査手数料に１/２を乗じた金額のうち、
高い方の額とする

軽微な変更等検査時加算手数料

5,000㎡を超え10,000㎡以内 450,000円

仮使用対象床面積の合計 申請手数料

200㎡以内 60,000円

500㎡を超え1,000㎡以内 120,000円

1,000㎡を超え5,000㎡以内 340,000円

項　　目

800,000円

追加説明書の検査時加算手数料

200㎡を超え500㎡以内 90,000円

工作物
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【ご参考資料１】

★施行日をまたぐ場合（2025年4月1日以降工事着手するもの）

～2025/3/31 2025/4/1～

確認済証 着工 中間検査または完了検査

旧法 新法適用 新法による追加構造等の審査が必要

仕様規定：22,000円加算

構造計算：42,000円加算

★施工日をまたぐ場合（2025年4月1日以降工事着手するもの）

～2025/3/31 2025/4/1～

確認済証 着工 中間検査または完了検査

旧法 新法適用 新法による追加省エネ審査が必要

表5の申請料を加算

建築物エネルギー消費性能適合性判定を利用する場合は、別途省エネ適合性判定申請とそれに伴う申請料が必要です。

【ご参考資料２】

申請手数料の計算例

ケース①　新築：木造2階戸建て住宅　延べ床面積125㎡の物件で、構造検討は仕様規定、特定地域には該当しない

中間検査申請時までに軽微な変更届出を1回実施

中間検査申請～完了検査申請時までに軽微な変更届出を2回実施

完了検査申請時に省エネに関する軽微変更届（ルートＢ）を1回実施

確認申請料：【表1】52,000円　＋【表4】22,000円　＋【表5】17,000円　＝　91,000円

中間検査料：【表1】48,000円　＋【表8】5,000円×1回 　＝　53,000円

完了検査料：【表1】55,000円　＋【表6】55,000×10％　＋【表6】29,000円×50％　＋【表8】5,000円×2回＝　85,000円

建築確認にかかる申請手数料合計： 229,000円

施行日をまたぐ場合（2025年4月1日以降工事着手するもの）の取り扱いについて

当社は検査申請手数

料に右記の料金を加

算します。

（4号特例の改正関係）

（省エネ義務化関係）

★ご注意ください★

建築基準法における壁量（令第46条。枠組壁工法等(順次追加予定)を含む。）及び柱の小径（令第43条）について、

2025/4/1より計算方法などが変更がされます。（経過措置が適用されるのはこの施行令46条と43条のみに適用されま

す。）

ここでいう旧法適用とは、2024/3/31までの壁量及び柱の小径計算方法を示していますので、4号特例が2025/4/1以降

も経過措置として継続されるという意味ではありませんのでご注意ください。

また、経過措置を利用された場合、その建物は2026/4/1以降は既存不適格建築物となる可能性がありますので、予め

申請者等への十分な説明と承諾を得ておかなければ、トラブルに発展する可能性がありますので十分ご注意ください。
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